
第6次3か年実施計画要求シート 別紙１

章 節 項 細 款 項 目 事

)

内容 ① ② ③

)

内容 ① ② ③

①

②

③

№ №

1 部 6

2 部 7

3 部 8

4 部 9

5 10

　国より、現行制度に加え、住宅耐震化に向けた積極的な取組みを行う地
方公共団体に対して、新制度（耐震化に係る総合的支援メニュー）が創設
されたが、一方で現行制度は平成３３年度より補助率が縮小されることとな
る。住宅の耐震化に関して、この新制度を活用し国からの継続的な補助を
受け、更なる耐震化率の向上を加速させるため、住宅耐震化緊急促進アク
ションプログラムを位置付けた耐震改修促進計画を見直し、戸別訪問や改
修事業者への技術力向上支援、普及啓発等の充実を図る。

耐震改修促進計画に定めた目標の達成に向け、住宅所有者の経
済的負担の軽減を図るとともに、住宅所有者に対する直接的な耐
震化促進、耐震診断実施者に対する耐震化促進、改修事業者の
技術力向上、市民への周知・普及等の充実を図る。このため、住
宅耐震化緊急促進アクションプログラムを策定し、毎年度住宅耐
震化に係る取組みを位置付け、支援目標を設定し、その進捗状況
を把握・評価することにより住宅の耐震化を強力に推進する。

活動指標 成果指標
住宅耐震化緊急促進アクションプログラム策定、耐震
改修促進計画書改訂、地震防災マップ改訂

市内建築物の耐震化率95％（平成37年度概ね解消）

法令
計画等
名称

建築物の耐震改修の促進に関する法律

千葉県耐震改修促進計画態様

(

形態

実施
根拠

耐震改修促進計画の計画的な推進

30,000

耐震改修促進計画計画書

耐震改修促進計画計画書　概要版

100

150

内 容 数 値 内 容 数 値

住宅耐震化緊急促進アクション
プログラム等策定業務委託

③

④

地震防災マップの作成（毎戸配布）

個別取組に係る費用で積算の基礎となるもの及びその数値

住宅耐震化緊急促進アクションプログラム策定

⑩

50

⑨

○

要求額

0

事業名

基本計画 予算科目 実施計画整理番号

事業名

活動内容(目標を達成するため何を行うか)

事務事業の概要

事業目標(【だれ・何】を【どういう状態】にするか)

3060102

総合戦略整理番号
3 6 1 2 安心安全な住宅の促進 7 3 1

⑥

市債

その他

一般財源

対象

⑦

⑧

⑤

耐震改修を促進する補助金制度の計画

地震防災マップ作成業務委託

0

№ 内容

耐震改修促進計画策定業務委託（アクションプログラムの策定含）

②

①

耐震改修促進計画策定業務 地震防災マップ作成業務

H32H31

○

実施年度

(

事務事業を構成する個別取組

国補助

県補助

区分

事業費

H32年度

要求額 計画額

15,081

7,540

250

千円

千円

千円

財
源
内
訳

0

H31年度

計画額

財源の名称

0

単位

補助率

社会資本整備総合交付金
（住宅・建築物耐震改修事業） 50%

住宅・建築物の耐震化サポート事業 上限25万円

7,291

千円

千円

千円

個人・世帯 団体(民間) 団体(公共) 内部管理 その他

全部委託 一部委託 直営 負担金・交付金 その他

義務
有 無

任意

継続

新規



別紙１　付表

節 金額
個別取組の内容№

①

耐震改修促進計
画策定業務委託
（アクションプログ
ラムの策定含）

H31
事業費

費用の節別内訳
説明及び積算等の基礎

内容

③

②
地震防災マップ作
成業務委託

⑤

④

⑦

⑥

⑨

⑧

事業費計

⑩



別紙１　付表

個別取組の内容№

①

耐震改修促進計
画策定業務委託
（アクションプログ
ラムの策定含）

③

②
地震防災マップ作
成業務委託

⑤

④

⑦

⑥

⑨

⑧

事業費計

⑩

節 金額

13 6,941

13 8,140

15,081

H32
事業費

費用の節別内訳
説明及び積算等の基礎

内容

6,941

耐震改修促進計画策定業務6,310,000円＋消費税10％=6,941,000円

8,140

地震防災マップ作成業務 7,400,000円＋消費税10％=8,140,000円


